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東京都市圏の輸送人員の推移をみると2000年頃より格差が拡大している．今後，東京都市圏でも輸送人

員が減少局面に転じた場合，特に郊外部ではより顕著な差が生じることが想定される．人口減少下におい

ても鉄道事業者と周辺自治体が連携し，鉄道駅を拠点とした持続的なまちづくりによる鉄道利用者数の維

持・確保に取り組むためには，これまでの鉄道利用者と駅周辺地域の人口の推移や周辺開発などの取り組

みの違いを把握することは重要である．本研究では，東京都市圏の全郊外駅の自駅乗降人員の長期推移を

もとに類型化を行い乗降人員の特徴を把握する．さらに，駅別に年齢階層別の駅勢圏人口の変化や関連す

る施策との関係を分析することで，乗降人員の変化の要因を明らかにするものである． 
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1. はじめに 

 

(1) 研究の背景 

東京都市圏においても，人口減少・少子高齢化による

公共交通利用者の減少が危惧されている．このような課

題に対して近年では，地方自治体と鉄道事業者等が鉄道

駅を拠点としたまちづくりを目指した連携を実施してい

るところである1,2)． 

1980年以降の東京都市圏の鉄道輸送人員の推移を見る

と継続して増加傾向にあったが，1995年頃に減少に転じ，

その後2000年頃に回復し，2010年時点では1995年の水準

を上回る結果となっている（図-1）．東京圏全体の輸送

人員の推移は，バブル崩壊などの経済状況の変化に伴う

地方から東京都市圏への社会移動の変化，地価変動に伴

う都市圏内の都心部と郊外の社会移動の変化，経済状況

の変化に伴う就業率の変化などの影響により変動してい

るものと考えられる．例えば，1990年から1995年の5年

間ではこれまでの経済成長期からのバブル崩壊や地方か

らの人口流入の鈍化，失業率の増加に伴う就業者数の増

加の鈍化により，輸送人員の増加も鈍化している．その

後の1995年から2000年にかけては，経済が引き続き低迷

する中で完全失業率が増加し，東京圏全体の輸送人員が

減少に転じる．さらに東京都区部の地価下落に伴う都心

回帰を背景に，郊外路線を多く有する民鉄・JR東日本の

輸送人員が減少する中，地下鉄は微増となる．東京都市

圏の輸送人員の長期トレンドを見ると1995年頃が安定成

長から減少に転じる転換期であると言える． 

一方で，輸送人員の推移を事業者別に見ると，総じて

東京都市圏全体と同様であるものの，2000年頃より各社

の推移の格差が拡大している（図-2）．同じ東京都市圏500
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図-1 東京都市圏の輸送人員の推移 
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においても人口構造や周辺自治体のまちづくり施策の違

い，各社の事業戦略・鉄道輸送サービスなどの違いによ

り格差が生じているものと考えられる．今後，東京都市

圏でも輸送人員が減少局面に転じた場合，輸送人員の格

差はさらに拡大することが懸念される．特に郊外部では

既に人口が減少する地域もあり更に顕著な差が生じるこ

とが想定される．人口減少下においても鉄道事業者と周

辺自治体が連携し，鉄道駅を拠点とした持続的なまちづ

くりを行い鉄道利用者数の維持・確保に取り組むために

は，これまでの鉄道利用者と駅周辺地域の人口の推移や

取り組みの違いを把握することは重要である． 

 

(2) 研究の目的 

本研究では，東京都市圏の郊外駅の乗降人員の変化お

よび駅周辺の周辺人口の変化や居住地開発等の施設立地

や施策との関連に着目する．そこで，東京都市圏の全郊

外駅の乗降人員の長期推移をもとに類型化を行い郊外駅

の乗降人員の特徴を把握する．さらに，駅別に年齢階層

別の駅勢圏人口の変化や変化に関連する施策をもとに乗

降人員の変化の要因を明らかにすることを目的とする． 

 

2. 分析データの対象範囲とデータ概要 

 

(1) 分析データの対象範囲 

 表-1に分析対象の鉄道利用者データを示す．都市交通

年報3)
 に掲載される各年の東京都市圏の全郊外駅956駅

の駅別の乗降人員データを用いる．分析にあたっては，

駅と駅周辺地域との関係を分析することから，乗換えを

除く自駅乗降人員を用いる．また東京圏全体の輸送人員

が減少局面に転じる1995年を起点として公表データが入

手可能な最新2010年までの15年を対象期間とする． 

 

(2) データ概要 

 表-2に乗降人員のデータ概要を示す．2010年の平均乗

降人員は2.94万人/日でありJR総武本線幕張駅（3.05万人/

日），小田急江ノ島線相模大野駅（3.04万人/日）などが

平均値に近い駅である．距離帯別に見ると平均の2.94万

人/日にあたる距離帯は概ね30km程度であり，郊外の平

均的な距離帯と言える．1995年から2010年の推移を見る

と半数弱の約43%（361駅）では乗降人員が増加してい

る． 

 

3. 乗降人員の推移の類型化と郊外駅の特徴把握 

 

(1) 乗降人員の推移による類型化 

 人口の継続的な流入により乗降人員が継続して増加し

ている駅や，乗降人員はこれまで減少していたものの宅

地や商業開発等で回復に転じている駅など様々である．

そこで，郊外駅の乗降人員の推移の特徴を捉えるために

時系列推移のパターンをもとに類型化を行う．類型化に

あたっては1995年の乗降人員を起点として東京都市圏全
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  85 表-2 自駅乗降人員のデータ概要 

乗降人員 

（2010年） 

全駅平均 2.94万人/日 

距離帯別平均 20～30km：3.65万人/日 

30～40km：2.54万人/日 

40～50km：2.00万人/日 

50～60km：1.29万人/日 

60km以遠：0.26万人/日 

乗降の推移 

‘95⇒’10 

増加している駅：43%（361駅） 

減少している駅：57%（484駅） 

※全郊外駅のうち’95年以降開業している845駅が対象 
 

表-1 分析データ及び対象範囲 

対象データ 乗換えを除く自駅乗降人員 

対象期間 1995年～2010年 

対象駅 東京都市圏の郊外駅※ 956駅 
※皇居から直線距離20km以遠の駅とする 

（東京メトロ・都営地下鉄の駅については山手線よりも外側の駅） 

出典：「都市交通年報」（一財）運輸政策研究機構  の各年データ 

1995年

①-1
①-2

②
③-１

③-2
④-1

00年 06年 10年

④-2
分類型 駅の乗降人員の推移のパターン（’95以降）

①
1 増加傾向が継続している駅

2 横ばいの期間があるものの概ね増加傾向が継続している駅

② 横ばい傾向が継続している駅

③
1 増減はあるものの、 ’10で ’95の水準を上回る駅

2 増減はあるものの、 で を下回る駅

④
1 減少傾向が継続するが近年減少が上向きな駅

2 減少傾向が継続・緩和する駅

図-3 乗降人員の推移による類型化 

類型 ① ② ③ ④ 

1 2 1 2 1 2 
駅数 151 185 58 105 111 57 289 
構成比 16% 19% 6% 11% 12% 6% 30% 

 

表-3 類型結果概要 
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体の輸送人員の推移の変曲点に当たる2000年，2006年，

2010年の各期間の乗降人員の推移をもとに図-3のように

①-1～④-2の7つに分類する．ここでは，1995年以降に開

業した駅についても開業後の時系列推移で判別すること

で分析対象とした．各類型のうち1995年水準を上回る①

-1，①-2，③-1および横ばいの②に分類される駅は郊外

駅の中でも比較的堅調な駅，③-2～④-2が比較的低迷し

ている駅と言える． 

 表-3に類型結果の概要を示す．継続的に増加している

①-1，2は336駅（34%）であり，全体の1/3程度は95年以

降増加傾向が継続している．また，分類ごとに違いはあ

るものの各分類とも50駅以上と満遍なく分類されており，

東京都市圏の郊外駅の乗降人員の推移が多様であること

が分かる． 

 

(2)  類型化による郊外駅の特徴 

 図-4は距離帯別の類型結果である．距離が遠くなるに

つれて，減少傾向の駅（④-2青色，④-1水色）の割合が

増加しており，郊外ほど乗降人員が減少する傾向が見ら

れる．同様に，増加傾向の駅（①-1赤色，①-2朱色）を

見ると郊外ほど減少する傾向が見られるが，40km以遠

で急激に減少している．郊外駅において40kmまでの距

離帯では乗降人員の増加を維持しているものの，40km

以遠では都心からの距離も遠く交通利便性等の影響から

乗降人員が減少しやすいことが推察される． 

 また，図-5は乗降人員の規模別の類型結果である．乗

降人員の規模で見ると規模の大小で類型結果には有意な

差が見られない．つまり，乗降人員の規模の小さい駅で

あっても乗降人員が減少しやすく，規模の大きい駅ほど

乗降人員を維持しやすいということではないことが推察

される． 

乗降人員が１万人／日以上の駅

乗降人員が１万人／日未満の駅

図-7 乗降人員の推移の類型化結果 

南柏 
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図-4 距離帯別の類型結果 

※20km未満は参考値、20～30kmは東京メトロ・都営線のうち山手線の外側の駅 
図-5 乗降人員規模別の類型結果 

乗降人員は，2010年値 
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図-6 主な路線の類型結果 
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合計(n=956)

JR東海道線－<鶴見以遠>－(n=12)

JR中央本線－<東小金井以遠>－(n=11)

JR東北本線－<浦和以遠>－(n=13)

JR常磐線－<馬橋以遠>－(n=12)

JR総武本線－<船橋以遠>－(n=17)

JR京葉線－<南船橋以遠>－(n=7)

JR武蔵野線－<全駅>－(n=20)

東急田園都市線－<鷺沼以遠>－(n=14)

東急東横線－<大倉山以遠>－(n=7)

小田急小田原線－<生田以遠>－(n=16)

小田急江ノ島線－<全駅>－(n=17)

小田急多摩線－<全駅>－(n=8)

西武池袋線－<ひばりが丘以遠>－(n=19)

西武新宿線－<花小金井以遠>－(n=12)

東武伊勢崎線－<蒲生以遠>－(n=15)

東武東上線－<朝霞台以遠>－(n=14)

東武野田線－<全駅>－(n=35)

メトロ東西線－<～落合、日本橋～>－(n=16)

メトロ有楽町線－<～要町、銀座一丁目～>－(n=14)

メトロ丸ノ内線－<銀座+西新宿以遠>－(n=8)

①-1 増加継続 ①-2 概ね増加 ② 横ばい ③-1 増減するも'95以上

③-2 増減するも'95未満 ④-1 減少するも近年上向き ④-2 減少緩和・継続
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京急本線－京急鶴見以遠－(n=33)

相鉄本線－全線－(n=18)

京王本線－西調布以遠－(n=16)

京成本線－海神以遠－(n=21)

都営浅草線－～東銀座、戸越～－(n=14)

都営三田線－西巣鴨以遠－(n=12)

都営新宿線－岩本町以遠－(n=14)

都営大江戸線－－(n=22)

①-1 増加継続 ①-2 概ね増加 ② 横ばい ③-1 増減するも'95以上

③-2 増減するも'95未満 ④-1 減少するも近年上向き ④-2 減少緩和・継続
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 図-6は主な路線の類型結果である．同一事業者でも路

線別に特徴が異なり，JR東日本を見ると東海道～東北方

面や環状路線が堅調な一方，常磐，総武は減少駅が多く

方面別に特徴の違いが見られる．また，西武鉄道は堅調

な駅（①-1・2）が多い一方減少傾向の駅（④-2）が多い．

一方で，小田急電鉄は堅調な駅や横ばいの駅，減少継続

の駅など乗降人員の推移が多様である．事業戦略の違い

や距離帯や方面等の地域の違いや事業者ごとに駅数・駅

間距離が異なることから各駅への投資の配分等が異なり，

事業者ごとにパターンの構成比が一様でないことが推察

される． 

図-7は類型結果を地図上にプロットしたものである．

同一路線内では概ね同系色の分類が連続する傾向が見ら

れるものの駅によっては近接駅でも傾向が異なる駅が見

られる．例えば，JR常磐線は全線を通じて比較的減少傾

向（③-2～④-2）の駅が連続するものの南柏駅は③-1と

なっている．近年南柏駅では，駅改良に併せて駅前再開

発により複合商業施設開発を行っており，開発に伴う私

事来訪者や従業者が増加していることが推察される．路

線全体が減少傾向であっても駅改良などにより乗降人員

を維持する駅も見られる． 

また，放射路線を方面別に見ると神奈川方面や多摩方

面は堅調な駅が多く，常磐方面や千葉方面は比較的堅調

な駅が少ないなど方面別にも傾向の違いが見られる．一

方で，同じ埼玉方面のJR東北本線は堅調な駅が多いもの

の，並行する東武東上線や東武伊勢崎線は堅調な駅が少

なく同一方面においても路線ごとに違いが見られる． 

 

(3) 券種別変化にみる事業者別の特徴 

図-8は，主な路線について1995年から2010年の定期，

定期外の乗降人員の変化率をプロットしたものである．

全体としては定期が減少する駅が多い一方で定期外が増

加する駅が多い．乗降人員が10%以上増加している小田

急多摩線など全ての路線では定期・定期外ともに増加し

ている．一方でJR東海道線など増加が10%未満の駅では

定期は減少するもののそれ以上に定期外が増加している

路線が多い．東武東上線など10%未満と比較的減少の少

ない路線では定期外は増加するものの定期の減少が大き

く全体では減少となっている．このように定期の減少傾

向と定期外の増加傾向の程度の差異により乗降人員の増

減に違いが生じている．今後も私事交通やシニアの移動

など定期外旅客の増加がさらに見込まれることから，駅

周辺のまちづくりやオフピーク時の輸送サービスの対応

などが重要になると推察される．  

また，事業者別にも特徴に違いが見られる．例えば，

西武線・東武線はいずれも全券種の乗降人員は減少して

いる．しかしながら，西武線は定期の減少は少ないもの

の定期外の増加も少ないく，東武線は定期外の増加は大

きいものの定期の増加も大きい．事業者ごとの沿線人口

の属性や沿線開発の違いなどにより，券種別の利用者に

違いが見られることが推察される．沿線人口の属性や流

動特性を踏まえた上で開発等の施策を検討することが重

要である． 

 

4. 乗降人員と駅勢圏人口による類型化と特徴 

 

(1) 乗降人員の駅勢圏人口の変化による類型化 

乗降人員の変化に大きく影響を与えると考えられる人

口（夜間人口，従業人口）に着目し，駅別に駅勢圏人口

の算定を行う．さらに，駅別の乗降人員の変化率と人口

の変化率から得られる象限ごとに類型化を行い，カテゴ

リに沿って乗降人員の増減の要因を分析する．駅勢圏人

口との関係を分析することから，乗換駅など複数路線が

乗入れる駅については，各路線の乗降人員を合算する． 

a) 駅勢圏人口の設定 

平成22年度大都市交通センサス調査結果をもとに駅勢

圏の設定を行う．センサス調査の精度の関係から当該駅
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図-8 主な路線の券種別の変化率 

                          図 西武新宿線（花小金井～所沢）の駅勢圏 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

駅勢圏距離：1.23km 

駅勢圏距離：3.03km 

駅勢圏距離：1.95km 

駅勢圏距離：1.22km 

駅勢圏距離：1.36km 

小田急小田原線 

図-9 駅勢圏の設定例 
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へのアクセスイグレストリップが150サンプル以上の駅

を分析対象とし，当該駅へアクセスするサンプルの累積

80%のゾーンを駅勢圏と設定する（図-9）．その上で，

駅勢圏にかかる1kmメッシュに対して国勢調査における

年齢階層別人口及び経済センサス・事業者企業統計にお

ける従業人口を集計し駅勢圏人口を設定する．分析対象

となる駅およびデータの概要を表-4に示す． 

b) 乗降と人口の変化による類型化 

 表-5に示すとおり，乗降人員と人口の時系列の変化率

をもとに象限ごとに4区分に類型化を行う．変化率算出

にあたっては，前章の分析と同様に1995年から2010年に

かけての乗降人員（全券種）および駅勢圏人口の推移を

もとに類型化を行う．駅勢圏人口については総人口はほ

とんどの駅で増加傾向にあることからカテゴリごとの構

成比を考慮して，乗降人員の変化に大きな影響を与える

と想定される生産年齢人口の推移を用いてカテゴリ分け

を行う． 

 第一象限にあたるカテゴリ①は乗降も人口も増加して

いることから「成長」駅，第二象限にあたるカテゴリ②

は人口は減少するものの乗降が増加することから「利用

活発」駅，第三象限にあたるカテゴリ③は人口・乗降と

もに減少することから「停滞」駅，第四象限にあたるカ

テゴリ④は人口が増加するものの乗降は減少することか

ら「利用後退」駅と定義する．対象328駅をみると①成

長，③停滞の駅数が多くそれぞれ101駅（31%），113駅

（34%），②利用活発，④利用後退がそれぞれ58駅

（28%），56駅（17%）となっている． 

 分析に当たっては，カテゴリの特徴が異なることから，

図-10に示す分析の視点に基づいて各カテゴリの各駅の

乗降人員と人口や取り組み施策に関する分析を行う． 

 

(2) カテゴリ別の特徴 

a) カテゴリ①「成長」駅の特徴 

 表-6は，カテゴリ①の駅の乗降人員及び生産年齢人口

の増減率別の一覧表である．豊洲や新木場をはじめとし

て都心や臨海部で乗降・人口ともに大きく増加している

駅が多いもののの，若葉台や江田，東神奈川など郊外の

20～30km圏においても生産年齢人口とともに乗降人員

が大きく増加している駅が多数見られる．こうした地域

では近年居住地を中心とする開発が行われている駅が多

く郊外においても居住者が増加している．図-11はカテ

ゴリ①のコーホート変化率の推移を示したものであるが，

カテゴリ①では，特に2000年から2005年に掛けて20代，

30代の変化率が全体と比べて高くなっている．カテゴリ

①は，東京圏全体の輸送人員の格差が拡大する2000年頃

に若者の転入が促進したことで人口とともに乗降人員も

増加していることが分かる．さらには，2001年から2011

年の従業人口の増加率を見ると全体で+7.7%であるのに

対し，カテゴリ①は+16.4%と居住人口の増加に加えて通

勤の来訪者も増加していることが分かる． 

乗
降
人
員

（定
期
・定
期
外
計
）

生産年齢人口

増加 ＋減少 －

減
少
－

増
加
＋

’95→’10

の増減

① 成長② 利用活発

④ 利用後退③ 停滞

101駅

56駅

58駅

113駅

表-5 カテゴリ分けの方法 

人口増、乗降増
いずれも増加していることが特徴

人口増に反する、
乗降減が特徴

人口減に反する、
乗降増が特徴

人口減、乗降減
いずれも減少していることが特徴

人口の増加要因に着目

・どういった駅で
・どの時期に
・どういう世代が増加したか

利用者の移転や来訪者の減に着目

・考えられる要因について、
論点別に事例的に検証

利用者の転換や来訪者の増に着目

・考えられる要因について、
論点別に事例的に検証

人口の減少要因に着目

・どういった駅で
・人口に伴い乗降が減少しているか

新線 新駅
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図-10 各カテゴリの分析の視点 

表-6 カテゴリ①の乗降人員・人口の増減率別の駅一覧 
+0～+5％ +5～+10％ +10～+20％ +20～+40％ +40～+60％ +60%以上

+60%以上

錦糸町，練馬，南砂
町，住吉

武蔵浦和，あざみ
野，唐木田，中野坂
上

南町田，若葉台，守
谷

海浜幕張，鎌取，多
摩境

月島，豊洲，辰巳，
新木場，南大沢，仲
町台，センター南，セ
ンター北

+40～+60％

西国分寺 立川/立川南/立川
北，中央林間，新百
合ヶ丘，押上/東京
スカイツリー（業平
橋）

南千住 新横浜，東川口，京
王堀之内，千葉
ニュータウン中央，
五月台，栗平

秋葉原/岩本町 水天宮前

+20～+40％

西馬込，東大島，一
之江，瑞江

新子安/京急新子
安，土呂，東中野，
蘇我，菊名，長津
田，氷川台，緑園都
市，船堀

東神奈川/仲木戸，
宮原，和光市，木場

横浜，江田

+10～+20％

大宮，東小金井，東
浦和，南与野，相模
大野，鶴間，京成大
久保，西大島

要町，府中 鶴川，葛西，武蔵野
台，稲城

両国，門前仲町

+5～+10％

東大宮，国分寺，千
葉/京成千葉，大
口，青葉台，小手
指，平和台，北野，
西白井

北府中，吉川，日
進，東村山，浦安

浦和，相模原，橋
本，与野本町，

桜木町

+0～+5％
中目黒，南行徳，新
中野，大島

与野，三ノ輪 西葛西，東府中 馬喰町/東日本橋/
馬喰横山，

縦軸：乗降人員の増減率 ， 横軸：生産年齢人口の増減率 

図-11 カテゴリ①のコーホート変化率の推移 
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表-4 分析対象駅およびデータ概要 

対象駅数 328駅 

夜間人口 対象期間 1995，2000，2005，2010 

出典 国勢調査地域メッシュ統計 

従業人口 対象期間 2001，2006，2009，2011 

経済センサス，事業所企業統計 
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b) カテゴリ②「利用活発」駅の特徴 

 表-7は，カテゴリ②の駅の乗降人員及び生産年齢人口

の増減率別の一覧表である．いずれも生産年齢人口は減

少しているものの乗降人員は増加している．つまり，多

くの地域では，駅勢圏人口の減少以上に他地域からの利

用者が転換していることが考えられる．表-8はカテゴリ

②の区分から考えら得る現象及び現象に対する要因につ

いて整理したものである．自駅の駅前広場整備に伴うバ

ス路線拡大や鉄道輸送サービスの変化，企業や集客施設，

大学立地による来訪者の増加などが考えれる．考えられ

る要因に対して該当するする具体的事象について表中に

整理している．乗降人員の変化した時期と各事象が概ね

整合しており，駅周辺の夜間人口が減少している地域に

おいてもこれらの施策が奏功することで乗降人員が増加

していることが分かる． 

 例えば，図-12は西武池袋線東久留米駅および周辺駅

の乗降人員と周辺状況の変化を示したものであるが，

1994年の駅前広場整備以降バス路線が拡大しており増加

が継続している．さらには駅前広場整備だけでなく，市

役所整備や居住地開発，商業施設開発など需要喚起策を

順じ実施しており相乗的な効果によりが奏功して増加が

継続していることが推察される．また，周辺駅を合計し

た乗降人員は概ね横ばいであり，利用者が東久留米駅に

転換していることが考えられる． 

 図-13は，相鉄本線星川駅・京急久里浜線ＹＲＰ野比

駅および周辺駅の定期券の乗降人員と周辺状況の変化を

示したものである．いずれも大型研究施設の開発により

乗降人員が増加している．しかしながら，星川駅は乗降

人員が増加継続している一方，ＹＲＰ野比駅ではリサー

チパーク開業後，短期的には増加しているもののその後

減少に転じている．増加が継続している星川駅ではビジ

ネスセンター開業後順じ拡張しており，加えて居住地開

発や鉄道輸送サービスの向上を行っている．一方でＹＲ

Ｐ野比駅では従業人口が2004年頃より減少している．研

表-8 カテゴリ②の主な駅の現象と要因の整理 

現象：生産年齢人口の減少に反する定期乗降の増加 

考えられる要因 該当駅 概要 

自駅の駅広整備・

バス路線拡大に伴

う利用転換 

東久留米 ・駅前広場整備、バス路線拡大 

新座 ・南口駅ロータリー整備・再開発 

保谷 ・北口駅前広場整備・バス拡大 

所沢 ・南・東改札を統合し新改札開設 

自駅の新線・新駅

開業に伴う利用転

換 

戸塚、湘南台 ・ブルーーライン開業 

板橋区役所前 ・都営三田線開業 

小竹向原 ・メトロ・西武相直、副都心線開業 
東岩槻（野田線複線化），北越谷（始発駅停車），中山（グリ

ーンライン），新鎌ヶ谷（野田線），玉川上水・高幡不動（多

摩都市モノレール），千川（福と新線），南流山（ＴＸ），勝

田台（東葉高速） 

企業立地に伴う通

勤者増 

星川 ・横浜ビジネスパーク開業 

・加えて居住地開発 

ＹＲＰ野比 ・横須賀リサーチパーク開業 

多摩センター ・野村総研、都民銀行など立地 

・商業施設、居住地開発 

集客施設（商業）

立地に伴う従業者

の増加 

東戸塚 ・オーロラシティ開業 

上大岡 ・新駅ビル「ゆめおおおか」開業 

・ウィング上大岡開業 

南柏 ・フィールズ南柏開業 

杉田/新杉田 ・らびすた新杉田開業 

北上尾 ・ＰＡＰＡ上尾ショッピングアベニ

ュー開業 

大学立地に伴う通

勤・通学者の増加 

淵野辺 ・青学相模原キャンパス開設 

東所沢 ・淑徳大学開設 

その他 ・他集客施設（医療、文化等）開業に伴う従業者増 

・鉄道分担率の増加、外出機会の増加、就業率増など 

 
現象：生産年齢人口の減少に反する定期外乗降の増加 

（上記の要因に加え） 

 ・集客施設（商業、文化、医療等）の立地に伴う私事来訪者の増加 

 ・企業立地に伴う業務来訪者の増加 

 ・私事の外出機会の増加など 

表-7 カテゴリ②の乗降人員・人口の増減率別の駅一覧 

縦軸：乗降人員の増減率 ， 横軸：生産年齢人口の増減率 

-60%未満 -60～-40% -40～-20% -20～-10% -10～-5% -5～0%

+60%以上
南流山，玉川上
水，湘南台

ふじみ野，新鎌ヶ谷，
高幡不動，光が丘

+40～+60％ 新座，新三郷 中山

+20～+40％

古淵，小田急永
山/京王永山，
北習志野

東戸塚，新柏，勝
田台/東葉勝田台

淵野辺，東所沢，北上
尾，多摩センター，小
竹向原，能見台，篠崎

+10～+20％
杉田/新杉田，
ＹＲＰ野比，上
永谷

東久留米 戸塚，王子，鴨居，昭
島，星川，ユーカリが
丘，白井

+5～+10％
大船 南柏，都賀，小

平，港南中央，弘
所沢，千川，板橋区役
所前

+0～+5％

稲毛海岸 東岩槻 秋津/新秋津，北
越谷，上大岡，実
籾

保土ケ谷，荻窪，山
手，玉川学園前，海老
名，保谷，志木，金沢
文庫，志村三丁目

西暦 東久留米駅周辺の状況変化 

1994 【駅広・バス】橋上駅舎化，西口・東口新設 

       バスネットワークの強化（路線・本数増） 

1995 【商業】イトーヨーカドー東久留米店開業 

1997 【集客・事業所】久留米市役所新庁舎始動 

1999 

-2010 
【住居】都営アパート（358 戸），東久留米中央町二丁目アパー

ト（246戸），グリーンヒルズ東久留米（1,016戸）など 

 

図-12 東久留米駅周辺乗降人員と状況変化 
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図-13 星川・ＹＲＰ野比駅周辺乗降人員と状況変化 

※1995年を100とした指数 

1990

～ 

【企業】横浜ビジネスパーク開業 

1999 【鉄道】快速停車駅となる 

2000 【住居】マンション（641戸） 

2001 【企業】テクニカルセンター開業 

 【集客】スポーツ施設開業 

2000 

～07 

【住居】ＵＲ団地（1,039戸） 
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従業者数の推移 

2004 約6,000 

2008 約5,500 

2015 約4,000 
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究開発施設立地による駅周辺開発は景気変動や当該産業

の技術競争力や市場等の影響を受け易いと言える． 

星川駅のように企業立地だけではなく併せて居住地開発

や輸送サービス向上を複合的に行うなど駅及び駅周辺で

の多様な利便性向上が重要であると推察される． 

c) カテゴリ③「停滞」駅の特徴 

 表-9は，カテゴリ③の駅の乗降人員及び生産年齢人口

の増減率別の一覧表である．多くの駅では生産年齢人口

の減少以上に乗降人員が減少しており，周辺人口の減少

と人口減少に併せた駅周辺の活力低下により人口以上に

乗降が減少していることが推察される． 

 表-10は，このうち生産年齢人口だけでなく総人口も

減少している駅であり，高島平や本郷台など1970年代頃

に整備された大規模団地を抱える駅であることが分かる． 

これらは，特定の方面や距離帯に集中しておらず，各方

面・距離帯に点在している．大規模団地を抱える駅の人

口減少と乗降人員の減少の課題は東京都市圏共通の課題

であることが分かる． 

d) カテゴリ④「利用後退」駅の特徴 

 表-11は，カテゴリ④の駅の乗降人員及び生産年齢人

口の増減率別の一覧表である．いずれも生産年齢人口は

増加しているものの乗降人員は減少している．つまり，

多くの地域では，駅勢圏人口の増加以上に他地域へ利用

者が転換していることが考えられる．表-12はカテゴリ

④の区分から考えら得る現象及び現象に対する要因につ

いて整理したものである．周辺駅の鉄道ネットワークの

変化やバス路線拡大などで利用者が周辺駅に転換するほ

か，当該駅の駅改良や周辺地域の再開発，利便性向上を

行わないことで駅及び駅周辺が陳腐化することで自駅の

魅力が周辺と比べて相対的に下がり利用者が転換するこ

とも考えられる． 

 例えば，図-14は小田急江ノ島線東林間駅・南林間駅

および隣接する中央林間駅の乗降人員の推移と周辺状況

の変化である．定期の推移を見ると，3駅計では概ね横

ばいであるが南林間・東林間は減少している．両駅とも

駅勢圏内において居住地開発をしており夜間人口は増加

している．しかしながら，隣接する中央林間駅では，乗

り入れる田園都市線の延長（新玉川線と統合）や相互直

表-9 カテゴリ③の乗降人員・人口の増減率別の駅一覧 

縦軸：乗降人員の増減率 ， 横軸：生産年齢人口の増減率 

-60%未満 -60～-40% -40～-20% -20～-10% -10～-5% -5～0%

-5～0％

鎌倉 西八王子，鴻巣，清
瀬，入間市，若葉，方
南町，井土ヶ谷，横須
賀中央，瀬谷，さがみ
野，板橋本町

平塚，町田，愛甲石
田，航空公園，新越谷
/南越谷，二俣川，馬
込

-10～-5％

久喜，稲毛，本郷
台，逗子/新逗子，
せんげん台，みずほ
台

根岸，弘明寺，金沢八
景，上星川

辻堂，茅ヶ崎，国立，
我孫子，上尾，白楽，
ひばりヶ丘，大和

-20～-10％

港南台 蓮田，豊田，高尾，
天王台，新検見川，
新八柱/八柱，北
本，東武動物公園，
馬込沢，北久里浜，
三崎口，鶴ヶ峰，三
ツ境，常磐平，五
香，伊勢原

馬橋，新松戸/幸谷，
北小金，検見川浜，桶
川，小田急相模原，相
武台前，座間，春日
部，鶴ヶ島，岩槻，逆
井，鎌ヶ谷，屏風浦，
希望ヶ丘，かしわ台，
京成臼井，京成佐倉

白岡，中野，三郷，藤
が丘，本厚木，飯能，
久米川，一橋学園，大
和田，七里，聖蹟桜ヶ
丘，めじろ台

-40～-20％

八千代台 洋光台，久里浜/京
急久里浜，狭山ヶ
丘，狭山市，新河
岸，霞ヶ関，京急富
岡，追浜，浦賀，六
浦，西谷，高島平

西千葉，四街道，磯
子，長後，柳瀬川，鶴
瀬，上福岡，江戸川台

綾瀬，牛久，指扇，新
所沢，天王町，中河
原，志津

-60～-40％ 取手
-60％未満

表-10 カテゴリ③のうち総人口が減少している駅 
横須賀方面 横須賀中央，三崎口，北久里浜，京急富

岡，追浜，六浦 

根岸方面 本郷台，港南台 

埼玉方面 みずほ台，常磐台，狭山市，せんげん台，

東武動物公園，久喜，北本，高島平 

千葉・常磐方面 八千代台，取手 

 

表-11 カテゴリ④の乗降人員・人口の増減率別の駅一覧 

縦軸：乗降人員の増減率 ， 横軸：生産年齢人口の増減率 

+0～+5％ +5～+10％ +10～+20％ +20～+40％ +40～+60％ +60%以上

-5～0％

鶴見/京急鶴見，
武蔵小金井，日
野，読売ランド
前，下赤塚/地下
鉄赤塚，町屋

北浦和，板橋/新
板橋，生田，西所
沢，入谷

幕張，分倍河原，
大倉山，西船橋，
神奈川新町

たまプラーザ 新富町

-10～-5％

藤沢，八王子/京
王八王子，十日
市場，成瀬，花小
金井，弥生台，志
村坂上

向ヶ丘遊園，成
増/地下鉄成増

幕張本郷/京成
幕張本郷，市が
尾，船橋/京成船
橋

新日本橋/三越
前，茅場町

-20～-10％
柏，東林間，南林
間，生麦

東船橋，朝霞台/
北朝霞

鷺沼，浅草，成田
/京成成田

柿生 関内 日本橋，人形町

-40～-20％
北柏，妙蓮寺，越
谷，六実，行徳，
谷津

北千住 石川町，百合ヶ
丘

浅草橋，東銀座

-60～-40％
-60％未満

表-12 カテゴリ④の主な駅の現象と要因の整理 

現象：生産年齢人口の増加に反する定期乗降の減少 

考えられる要因 該当駅 概要 

自駅の相対的な魅

力低下による他駅

への利用転換 

東林間 

南林間 

・中央林間駅駅の魅力向上 

（田園都市線のサービス向上） 

弥生台 ・緑園都市の魅力向上 

妙蓮寺 ・菊名駅の利便性向上 

周辺駅の駅広整

備・バス路線拡大

に伴う利用転換 

百合ヶ丘 

柿生 

・新百合ヶ丘駅のバス路線拡大 

・新百合ヶ丘駅の魅力向上 

周辺駅の新駅・新

線開業に伴う利用

転換 

鷺沼，市が

尾，たまプ

ラーザ 

・横浜市営グリーンライン開業 

日野 ・多摩都市モノレール開業 

越谷 ・越谷レイクタウン開業 

・北越谷駅に始発が移転 

石川町（みなとみらい線），柏（ＴＸ），分倍河

原（西府駅開業），六実（新鎌ヶ谷駅開業） 

その他 ・企業・大学や集客施設撤退に伴う学生・従業者減 

・鉄道分担率の減少、外出機会の減少、就業率減など 

 現象：生産年齢人口の増加に反する定期外乗降の減少 

（上記の要因に加え） 

 ・周辺駅の集客施設（商業、文化、医療等）の立地に伴う私事来訪者の減少 

 ・企業撤退に伴う業務来訪者の減少 

 ・私事の外出機会の減少など 

 

図-14 東林間・南林間・中央林間駅の乗降人員と周辺変化 

※1995年を100とした指数 
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通運転化など鉄道輸送サービスの向上のほか，駅周辺に

おける商業，医療，居住地開発により駅の魅力が向上し

ている． 

 相鉄いずみの線弥生台駅も同様に周辺駅を合わせる

と概ね横ばいであるものの，緑園都市駅周辺での大学キ

ャンパス開発をはじめとする駅の魅力向上による乗降人

員増加の一方で，弥生台駅の乗降人員は減少している

（図-15）． 

 駅の乗降人員の減少は駅周辺の活力の低下につながり，

駅周辺の活力低下はさらなる乗降人員の低下につながる．

しかしながら，予算や人員の問題から同時に多くの駅に

投資することは難しい．従って，駅及び周辺地域の陳腐

化が過度に振興する前の投資効果が発揮されるタイミン

グで駅のリニューアルや周辺開発を行うことが重要であ

ると考えられる． 

 

5. おわりに 

 

 本研究は，今後の少子高齢・人口減少下において東京

都市圏の鉄道を持続的に維持するための基礎資料を得る

ことを目的とし，郊外駅の自駅乗降人員に着目して分析

を行った．全郊外駅を対象に，乗降人員の時系列推移を

類型化することで特徴を捉え，さらに駅勢圏人口の変化

を類型化することにより，乗降人員の変化に起因する駅

勢圏人口や施設立地等の施策の関係について明らかにし

た． 

 乗降人員の時系列推移のパターンは多様であり各類型

とも満遍なく分類されている．都心から40kmを越える

と増加駅が大きく減少するなど距離別の特徴が見られる

一方，乗降人員の規模には有意な違いは見られない．事

業者や方面で特徴がある一方で，同一方面や隣接駅でも

違いが見られるなど駅ごとに一様ではない．駅勢圏人口

や周辺状況の変化を見ると，駅勢圏人口が減少している

ものの乗降人員が増加している駅では，駅周辺開発に併

せてバス路線拡大や鉄道輸送サービス改善を行っている．

施策単独ではなく複合的に施策を実施することが乗降人

員の持続的な向上につながると言える．また，駅や周辺

のリニューアルを行わず陳腐化している駅では，多くの

駅がある中での当該駅の投資予算には制約があるものの

陳腐化が過度に進行しないタイミングで駅及び駅周辺の

リニューアルを行うことが重要である． 

 本研究では全郊外駅を対象にマクロ的に要因分析を行

ったが，駅の乗降人員の変化に起因する居住地や集客施

設等の周辺環境の変化を正確に捉える上では，駅からの

距離や施設立地の関係などを詳細な位置関係を考慮する

ことが重要である．今後は，駅勢圏内の施設立地も踏ま

えて詳細に分析を行う必要がある． 
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図-15 弥生台および周辺駅の乗降人員と周辺変化 

※1995年を100とした指数 
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